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菊川は粟ヶ岳を源とし、牧之原台地、小笠山丘陵に挟まれた平地を南に流下し、下小笠川や牛淵川等多くの支川を合わせ、遠州灘に
注ぐ一級河川である。
稜線と河岸砂丘に囲まれた菊川下流域一帯は、内水被害が起こりやすい窪地状の地形となっている。

地盤高平面図

流域及び氾濫域の諸元

流域図

凡 例
標高 50m未満
〃 50m～100m
〃 100m～200m
〃 200m～300m
〃 300m以上

流域面積(集水面積) ： 158k㎡

幹川流路延長 ： 28km 

流域内人口 ： 約7万人

想定氾濫区域面積 ： 約56k㎡

想定氾濫区域内人口 ： 約47万人

想定氾濫区域内資産額 ： 約7,436億円

主な市町村 ： 4市 菊川市、掛川市、島田市、御前崎市
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菊川流域の概要

凡 例

流域界

市行政界

主要な地点

基準地点

雨量観測所

大臣管理区間
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A-A’断面

牛淵川 丹野川黒沢川下平川

黒沢川は菊川の２次支川であり、幹川流路延長1.3km（大臣管理区間0.45km、県管理区間0.85km）、流域面積3.3km²である。
特定都市河川に指定された河川の中でも、流域面積は極めて小さい。
黒沢川流域は、牛淵川と丹野川の堤防に囲まれた地域であり、降った雨が流域内にとどまり内水氾濫※が発生しやすい地域である。
黒沢川は、菊川流域内の静岡県菊川市に位置し、牧ノ原台地西側の小渓谷に源を発する。
上流部は浅く開かれた谷底地形を南南西に流下し、平野部で南に流向を変え、途中で準用河川棚草川などを合わせる。

特定都市河川（黒沢川）流域の概要
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黒沢川流域の地形流域図

※：内水氾濫・・・河川からの水ではなく、雨水が排水しきれずに浸水すること
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流域図

床下浸水
（戸）

床上浸水
（戸）

浸水面積
(ha)

流域平均雨量[mm/9h]
年

黒沢川流域

不明不明108248.6S57.9
不明不明35170.0H10.9
23224148.0H16.10
8117145.1H25.4
19225115.1H26.10
592221226.0R1.10
5046207.0R4.9

赤字：被害が顕著な項目

S42 黒沢樋門の整備

S57 排水機場2.5m3/s整備

S63 排水機場2.5m3/s
追加整備

建物用地等の割合が増加

S57.9 浸水状況

黒沢川流域

岳洋中学校文

丹野川

牛淵川

黒沢川

黒沢樋門

県道69号

県道37号

黒沢川排水機場

H26.10 浸水状況

黒沢川流域

岳洋中学校文

丹野川

牛淵川

黒沢川

黒沢樋門

県道69号

県道37号

黒沢川排水機場

H10.9 浸水状況

黒沢川流域

岳洋中学校文

丹野川

牛淵川

黒沢川

黒沢樋門

県道69号

県道37号

黒沢川排水機場

過去の浸水実績

過去の浸水被害としては、昭和57年9月の台風第18号により黒沢川流域で浸水面積が最大となり、近年では、令和元年10月の台風
第19号により黒沢川流域内で81戸の浸水被害が発生した。

地形特性に加え、牛淵川の水位上昇に伴い黒沢樋門が閉鎖することで、流域からの排水方法が黒沢川排水機場及び排水ポンプ車の
みとなったことから浸水被害が発生したと推察される。また、近年では建物用地等の割合が増加したことで、雨水の保水・遊水機能が
低下したことも内水被害が発生した要因の一つと考えられる。

R1.10 浸水状況

黒沢川流域

岳洋中学校文

丹野川

牛淵川

黒沢川

黒沢樋門

県道69号

県道37号

黒沢川排水機場



特定都市河川の指定

黒沢川において、特定都市河川の指定要件を検討した結果、指定要件を満たすことが確認されたことから、令和7年3月31日に特定都
市河川に指定された。

特定都市河川指定要件の確認

出典：菊川市ホームページ

特定都市河川の指定 （令和7年3月31日）
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流域水害対策計画は、特定都市河川の河川管理者、特定都市河川流域内の都道府県及び市町村の長並びに特定都市下水道の下水
道管理者（以下「河川管理者等」という。）が共同して定めるものであり、河川整備や下水道整備に加え、地方公共団体や民間事業者等
による流出抑制対策及び土地利用の方針等を法定計画として位置づける。

流域水害対策計画の位置づけ
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流域水害対策計画河川整備計画

特定都市河川浸水被害対策法 第4条河川法 第16条法律

河川管理者及び地方公共団体等河川管理者作成者

特定都市河川流域において、浸水被害
対策を総合的に推進（河川整備・流域
対策※・ソフト対策等）し、浸水被害の防
止、軽減を図るもの

河川整備基本方針に沿って計画
的に河川の整備を実施すべき区
間について、当該河川の整備に
関する計画を定めたもの

内容

※：流域対策・・・地域に降った雨を貯めたり、浸み込ませたりする対策



流域水害対策計画では、浸水被害対策の基本方針を決めたうえで、計画期間、都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨、現況の評
価としての都市浸水想定を作成し、各種水害対策に関する事項の検討を行う。
その上で、河川管理者が主体で行う対策と、河川管理者以外のものが主体となって行う対策を合わせ、流域一体で浸水被害対策に取
り組んでいく。

流域水害対策の計画の考え方

※黒沢川流域において、下水道計画を策定していない

流域水害対策の計画の考え方
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浸水被害対策の基本方針

計画期間

計画対象降雨
（都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨）

都市浸水想定（現況の評価）

・特定都市河川の整備
・河川管理者が行う雨水貯留浸透施設の整備 等

・雨水浸透施設の整備その他雨水の一時的な貯留又は地下への浸透
・雨水浸透阻害施設整備の認定に関する基本的事項

・都市浸水想定の区域における土地の利用
・貯留機能保全区域の指定等
・浸水被害の拡大を防止するための措置

河川管理者主体 河川管理者以外の者が主体

ハ
ー
ド
・ソ
フ
ト

各種水害対策に関する事項



基本的な考え方
黒沢川は、牛淵川との合流点付近の流域勾配が緩やかであり、かつ、牛淵川と丹野川の河川堤防に挟まれている河川であり、洪水が湛
水しやすい地形である。
また、黒沢川下流には黒沢樋門が設置されており、樋門閉鎖後は黒沢川排水機場（5m3/s）による内水被害の軽減が図られている。
牛淵川及び黒沢川は流域面積が小さく、近年の令和元年10月洪水など、洪水ピークの同時生起を迎えることもあり、牛淵川の水位の影
響を受けやすい。
氾濫流を早期に流下させるためには河川整備に加え、流域内貯留施設による流域貯留整備により、浸水被害を防止する必要がある。

流域全体のあらゆる関係者が協働し、土地利用状況及び地形特性等を踏まえ、以下の３つの視点から流域一体で総合的かつ多層的な
浸水被害対策を講じることにより、浸水被害の最小化を図る。

浸水被害対策のイメージ

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削
・堤防整備
・雨水貯留浸透施設等の整備、田んぼダム、
ため池の治水活用 等

②被害対象を減少させるための対策
・現在改定作業中（令和８年度末改定予定）である立地適正化

計画（防災指針）に基づく安全性の高いエリアへの居住誘導、
公共施設における雨水貯留施設の設置、雨水浸透ますや
雨水貯留槽などの設置促進等による、災害リスクの回避・
低減及び安全・安心の確保 等

③被害の軽減早期復旧・復興の対策
・浸水想定区域図、ハザードマップの周知、出前講座による
水害リスクに対する理解促進

・洪水対策資材の提供、マイタイムライン※の普及啓発等によ
る避難実行性の確保 等

特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針
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※マイタイムライン・・・住民一人ひとりのタイムライン（防災行動計画）であり、台風等の接近による大雨によって河川の水位が上昇する時に、

自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理し、自ら考え命を守る避難行動のための一助とするもの



特定都市河川浸水被害対策法の施行通知においては、「効果を発現させるために必要な期間は、概ね20～30年間程度を一つの目安と
する」としている。

河川整備計画、まちづくりの計画期間を踏まえ、計画対象降雨に対し、流域一体で総合的かつ多層的な浸水被害対策による浸水の解消
又は軽減する効果を発現させるために必要な期間として、計画期間は概ね20年とする。

・【河川】 ：河川整備計画の計画完了年まで、概ね20年である。

・【まちづくり】 ：第３次菊川市総合計画の計画期間は概ね8年である。

計画期間の考え方：河川、まちづくりの計画期間を勘案

【河川】

・「菊川水系河川整備計画（H29）※1」における河川整備計
画の対象期間は概ね30年。⇒策定から概ね10年経過 計画完了年は概ね20年後

【まちづくり】

・第３次菊川市総合計画の計画期間はR15年度。⇒概ね8年後

・菊川市都市計画マスタープランの目標年次はR12年。⇒概ね5年後

・菊川市防災対策強靭化事業※2の事業完了目標はR10年。⇒概ね3年後

【下水道】

・菊川市は、下水道整備計画は策定していない。

計画期間を概ね20年と設定

※1：現在、気候変動の影響を考慮した菊川水系河川整備計画の変更を検討中
※2：豪雨や地震時の被害軽減と災害対応力向上を目的に、市南部の浸水対策、重要道路の冠水対策、市役所施設整備等を実施する事業

計画期間
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特定都市河川の指定区間・流域

特定都市河川の指定区間は、 大臣管理区間：0.45km、県管理区間：0.85kmの計1.3kmを対象とする。
また、特定都市河川流域は、黒沢川流域：約3.3km2を対象とする。

河川区間：菊川水系黒沢川（1河川）
※国土交通大臣による管理区間：0.45km

静岡県知事による管理区間：0.85km

流域面積：約3.3km2（菊川市の一部）

指定区間

菊川
牛淵川

丹野川

棚草川(準)

黒沢川流域界

牛淵川

県管理区間

大臣管理区間

下平川(普)

計画区域
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黒沢川の大臣管理区間及び県管理区間の河川整備計画目標は、平田雨量観測所の降雨強度式を用いた合理式により算定された最
大流量を目標流量として採用している。

ガイドライン※においては、気候変動による降雨量の増加等も考慮しつつ、中～高頻度の降雨の規模を念頭として定め、計画期間内の
実効性が確保できる計画を策定することから、中頻度でかつ、気候変動の影響を考慮した目標となる、1/20規模（20年に1回程度発生
すると考えられる降雨）を目標とする。

洪水と雨水出水で降雨を区別せず、特定都市河川流域
として一つの計画対象降雨を定めることを基本とする

黒沢川の整備目標に気候変動の影響を考慮した
「1/20規模」 を選定

流域水害対策の目標降雨

国
管理河川

県
管理河川

現
行
河
川
整
備

流
域
対
策

菊川市

＜現行計画＞

［H20.3月］
菊川水系河川整備計画（指定区間）

［H29.2月］
菊川水系河川整備計画【大臣管理区間】⇒ 黒沢川 ： 降雨確率 1/20（平田観測所降雨強度式）

変
更

基
本
方
針

国
管理河川

［R7.12月］
菊川水系河川整備基本方針⇒ 黒沢川 ： 降雨確率 1/30（内水域全体の流域平均）

［R6.1月］
菊川市防災対策強靱化事業基本計画

※現在、大臣管理区間では、気候変動の影響を考慮した菊川水系河川整備計画の変更を検討中
指定区間においても、国の動向を踏まえて河川整備計画の変更に向けて変更を検討中

菊川本川の目標（1/30）に対して、
本支川バランスを考慮して黒沢川
の目標規模は1/20とし、次期河川

整備計画の変更を見据えて、
現況の目標規模に対して気候変動
による降雨倍率1.1倍を考慮した

都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨
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※解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン



都市浸水想定では、計画対象降雨が生じた場合に、浸水が想定される区域及び浸水深を示す。

ハード整備実施後も、浸水リスクが残存する区域については、流域内住民への周知に努め、流域水害対策計画に定められた浸水被害
対策の基本方針に従い、流域のあらゆる関係者が協働し、流域一体で総合的かつ多層的な浸水被害対策を講じるものとする。

【浸水想定における浸水戸数、浸水面積、計算条件】

※１：流域水害対策計画に基づく河川整備（国・市）が対象

※２：浸水戸数及び浸水面積は、シミュレーションにより予測した

都市浸水想定の区域に基づき浸水深10cm以上を対象に算出

※３：浸水面積は市街地部分を対象として集計

※２、３：牛淵川の越水・破堤による浸水は含まない

※４：個別家屋の対策等により床上浸水を解消することを目指す

出典：国土地理院 地理院タイル

【都市浸水想定区域図（現況の評価）】 【ハード整備実施後※１の都市浸水想定区域図】

ハード整備実施後※１都市浸水想定（現況の評価）項目※2

2戸※45戸床上浸水
浸水戸数（戸）

160戸183戸床下浸水

約15.5ha約17.3ha浸水面積（ha）※3

同左1/20（気候変動考慮）外力

計算条件

整備計画河道（国・県）
黒沢川樋門改築（国）

現況河道河道

現況排水機場
棚草川貯留施設（市）

岳洋中学校校庭貯留施設（市）
現況排水機場流域対策

【浸水差分図】

牛淵川

丹野川

牛淵川

丹野川

0.1～0.45m

0.45～1.0m

1.0～2.0m

2.0～5.0m

5.0m～

凡例

牛淵川

丹野川

～-1.0m

-1.0～-0.8m

-0.8～-0.6m

-0.6～-0.4m

-0.4～-0.2m

-0.2～-0.01m

0.0m

0.01～0.2m

0.2～0.4m

0.4～0.6m

0.6～0.8m

0.8～1.0m

1.0m～

凡例

都市浸水想定
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都市浸水想定（内外水別氾濫）

③最大浸水深（内外水氾濫）
①最大浸水深（外水氾濫） ②最大浸水深（内水氾濫）

③最大浸水深（内外水氾濫）①最大浸水深（外水氾濫） ②最大浸水深（内水氾濫）

【現況の評価】

【ハード整備実施後】

0.1～0.45m

0.45～1.0m

1.0～2.0m

2.0～5.0m

5.0m～

凡例

牛淵川
丹野川

牛淵川 丹野川
牛淵川

丹野川

牛淵川 丹野川
牛淵川

丹野川
牛淵川

丹野川 12

外水氾濫・・・河川からの水があふれて浸水すること
内水氾濫・・・河川からの水ではなく、雨水が排水しきれずに浸水すること
内外水氾濫・・・外水氾濫と内水氾濫を合わせたもの



内水氾濫（ないすいはんらん）外水氾濫（がいすいはんらん）

【参考】内水氾濫と外水氾濫の違い

13

外水氾濫・・・河川からの水があふれて浸水すること
内水氾濫・・・河川からの水ではなく、雨水が排水しきれずに浸水すること
内外水氾濫・・・外水氾濫と内水氾濫を合わせたもの



流域分担計画

※今後、流域の関係者と調整予定

流域水害対策計画は、河川へ流出した洪水を計画高水位以下で安全に流すための対策のみをもって、目標（計画対象降雨が生じた場
合の浸水被害の防止）の達成を図ろうとするものではなく、流出抑制対策や浸水被害を回避するための立地規制・移転・住まい方の工
夫等による効果も適切に見込むことで、各々の役割分担のもと、目標を達成する計画である。

このため、目標降雨に対する家屋浸水被害（都市浸水想定）を軽減するため、河川管理者のみならず、すべての関係者において必要な
対策を行い、「流域内湛水量（地域の中にたまってしまう水の量）」の軽減に努める。

9.9千m3

40.7千m3

225.2千m3

【湛水ボリュームの算出方法】
対策前の流域内湛水量：メッシュ浸水深×面積の合計値、現行河川整備計画整備による整備分担量：樋門改築・河道改修のみ実施した場合の対策効果ボリューム、
菊川市貯留施設：菊川市防災対策強靱化事業基本計画の計画値

流域分担計画

14

対策前の
流域内湛水量

流域水害対策計画
の目標

水田貯留の活用※

貯留機能保全区域指定※

菊川市貯留施設

樋門改築
河道改修

流域水害対策
計画目標

1/20（気候変動考慮）

流域内湛水量

被害最小化に向けた
取り組み

・マイタイムライン作成
・地域防災力の強化

ため池活用※

現行河川整備計画
による整備

対策前の氾濫ボリューム 対策後の氾濫ボリューム

275.8千m3



黒沢川の河道掘削や、河道幅に応じたゲート幅を確保するための樋門改築により、流下能力※を向上させる。

内容河川整備

0.0k～0.2k付近河道掘削（黒沢川）

黒沢樋門横断工作物改築

○河川整備の内容
黒沢樋門

○黒沢樋門地点横断図（改築前後イメージ）

黒沢川
棚草川

下平川

【（国）黒沢樋門改築】
【（国）黒沢川河道改修】

牛淵川

出典：国土地理院 地理院タイル

黒沢樋門改築

○改修区間

特定都市河川の整備に関する事項（国が行う河川の整備）
①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

15

国が行う河川の整備

※：流下能力・・・河川が流せる水の量



特定都市河川の整備に関する事項（静岡県が行う河川の整備）

静岡県が行う河川整備については、指定区間の黒沢橋より上流の約0.85km区間において、昭和56年度から平成3年度までに整備を
完了している。

流下能力※を維持するため、河道内堆積土砂及び植生等の維持管理を行う。

【黒沢川の指定区間】 0.45k～1.30k

指
定

区
間

維持掘削及び除草実施前 維持掘削及び除草実施後

除草実施前 除草実施後

黒沢川

黒沢川

黒沢川
黒沢川

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
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静岡県が行う河川の整備

※：流下能力・・・河川が流せる水の量



菊川市では、令和４年12月に菊川市防災対策強靭化事業基本構想を策定しており、黒沢川流域の水害対策として、校庭貯留施設の
設置を完了し、引き続き貯留施設などの設置を進めていく計画である。

【黒沢川流域の治水対策】
棚草川隣接地への貯留施設の建設
市立岳洋中学校校庭への貯留施設の整備
【対策済み】

【校庭貯留】
校庭に浅く掘込みを作り、降った雨を
その場所に貯留する。

○治水対策位置図

黒沢川
棚草川

下平川

岳洋中学校庭貯留

牛淵川

出典：国土地理院 地理院タイル

貯留施設

特定都市河川の整備に関する事項（菊川市が行う河川の整備）
①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
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治水対策の取組（菊川市）

【棚草川貯留施設】
黒沢川に流れ込む雨水を棚草川隣接地へ貯留する。

棚草川



○ 出水期における水害防止を図るため、ため池の管理者に低水位
管理を依頼しており、菊川市ではため池の洪水調節等を実施し
た自主防災組織に対し、「ため池洪水調節等事業費補助金」を
支出している。

○ 上記の取り組みを継続していくとともに、ため池活用の検討も
推進していく。

ため池活用の検討

○ため池洪水調節等事業費補助金 （菊川市）

○ 流域内の水田を対象として、所有者の同意のもと排水口に調整板
を設置することで、排水量を調整する水田貯留を積極的に
推進する。

水田貯留等

○菊川市における水田貯留の取組（川西地区）

出典：流域における対策事例
（農林水産省）

専用の調整板調整板設置

※国土交通省においては、
治水効果の検証を実施予定

通常の調整板

専用の調整板

河川管理者及び下水道管理者以外の者が行う
雨水貯留浸透施設の整備その他浸水被害の防止を図るための対策
①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

18



開発等による雨水浸透阻害行為に該当する1,000m2以上の行為に対しては、流出雨水量の増加を抑制するための対策工事を
義務化し、静岡県知事による事前許可制とすることで着実に対策を実施するとともに、その機能の中長期的な維持に努める。
また、対策工事の義務付けの対象外となる1,000m2未満の行為に対しては、当該雨水浸透阻害行為による流出雨水量の増加を
抑制するために措置を講ずるよう事業者に働きかける。

○雨水浸透阻害行為

出典：静岡県HP

【R７末時点での実績】
申請：１件
許可：１件

河川管理者及び下水道管理者以外の者が行う
雨水貯留浸透施設の整備その他浸水被害の防止を図るための対策
①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
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【静岡県】一定規模以上の雨水浸透阻害行為の許可



貯留機能保全区域のイメージ図

指定に向けた合意形成に当たっては、以下事項を
説明し、土地の所有者や利害関係者等の理解促
進に努める。

• 河川と隣接する区域や水域として連続する区
域などは生物の生息・生育・繁殖環境にとって
も重要であること

• 土地の貯留機能を保全することから区域内の
水害リスクやごみ等の流入が残ること 等

浸水リスクに晒される地域においては、下流の河
川整備を待たずに、早期かつ効率的に家屋にお
ける浸水被害の防止・軽減を図るため、制度の活
用を検討する。

特定都市河川流域における浸水の拡大を抑制する観点から、洪水や雨水を一時的に貯留する機能を有する土地について、「貯留機能保
全区域」に指定する。

貯留機能保全区域は、河川沿いの低地や窪地等の雨水等を一時的に貯留し、区域外の浸水拡大を抑制する効用があり、過去より農地等
として保全されてきた土地の貯留機能を将来にわたって可能な限り保全するために指定する。
静岡県知事が菊川市長からの意見聴取を実施し、当該土地の所有者の同意を得て指定するものとする。

■貯留機能保全区域の指定の方針

②被害対象を減少させるための対策

貯留機能保全区域の指定の方針

20

貯留機能保全区域



貯留機能保全区域については、 溢水※や内水等による浸水が想定される区域について、関係機関と連携をしながら地元住民との調整
を図る。

0.1～0.45m

0.45～1.0m

1.0～2.0m

2.0～5.0m

5.0m～

凡例

浸水発生かつ農地

○整備計画規模相当

浸水発生かつ農地

○令和元年東日本台風

浸水発生かつ農地

○気候変動を考慮した規模

溢水や内水等による浸水が想定され、農地である区域

②被害対象を減少させるための対策

貯留機能保全区域の指定の方針

貯留機能保全区域

21
※溢水・・・堤防のないところで水があふれる現象。堤防があるところで水があふれる現象は「越水」。



浸水被害防止区域のイメージ図

浸水被害が頻発し、住民等の生命や身体に著しい危害が生じるおそれがあるエリアに対し、住民等の生命及び身体の保護のため、
当該土地について、「浸水被害防止区域」に指定する。

浸水被害防止区域は、洪水が発生した場合に著しい危害が生ずるおそれがある土地において、開発規制・建築規制を措置することで
高齢者等の要配慮者をはじめとする住民等の生命・身体を保護するために指定する。

都市浸水想定で床上浸水が見込まれる土地を基本とする一円の区域を抽出し、土地利用形態、浸水実績等を踏まえ、過大な区域とな
らないよう留意しつつ、必要に応じて同等の規制を講じることが可能である。
また、ハード整備の進捗により水災害リスクが低減した場合に区域を縮小することが適切である。
指定にあたっては、静岡県知事が菊川市長からの意見聴取等を実施し、関係者の意向を十分踏まえて指定するものとする。

■浸水被害防止区域の指定の方針

浸水被害防止区域の指定の方針
②被害対象を減少させるための対策

浸水被害防止区域
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浸水被害防止区域は下図のとおり、居住誘導区域（農地等を除く）や家屋が連担する区域において、地域一帯が床上浸水となる区域
はないことから、ガイドライン上で対象となる土地はほとんどない。

凡 例

0.45m～（床上浸水相当）

0～0.45m（床下浸水相当）

居住誘導区域

浸水被害防止区域の指定の方針
②被害対象を減少させるための対策

現況の都市浸水想定

23



浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

■「マイ・タイムライン／わたしの避難計画」の作成を推進（菊川市）

③被害の軽減早期復旧・復興の対策

24
出典：菊川市公式ホームページ

台風や大雨の危険が予想される際に、自分自身がとるべき行動を
考えておくことで、「自分の命や家族は自分たちで守る」ことを普段
から心掛けられるよう、マイ・タイムラインの作成を推進している。

わたしの避難計画

水害リスクの再認識と、早期の避難行動を図るための取組として、マ
イ・タイムライン／わたしの避難計画の作成支援等の普及啓発を専
門的な知識を持つ防災士と連携し、出前講座や学校教育等において
実施する。

マイ・タイムライン



令和3年1月8日に菊川市LINE公式ア

カウントを開設。感染症に関する情報
の他、災害・防災情報、子育て等様々
な情報を配信

■LINEでの情報発信
（菊川市）

浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

③被害の軽減早期復旧・復興の対策

菊川市では、災害時に役立つ情報や、日頃からの備えなどを記載した記
事面や、土砂災害や浸水、地震や液状化等の危険な場所を地図で示し
たハザードマップを1冊にまとめた「菊川市防災ハザードマップ」を令和2
年度に作成した。

菊川市では、静岡朝日テレビの「データ放送(dボタン)」を活用し、市か
らのお知らせを発信している。

パソコンやスマートフォンを利用していない人などでも、ご家庭のテレ
ビで市からの情報を見ることができる。

■テレビのデータ放送を活用した自治体
広報情報サービス（菊川市）

出典：静岡県公式ホームページ、菊川市公式ホームページ

自主防災組織に対して、防災アプリの利
用方法の周知、防災に関するお知らせ
の配信、避難トレーニング機能を活用し
た避難訓練の周知啓発等を実施する。

■防災アプリ「静岡県防災」に
よる自主防災体制の強化

（静岡県）

■ハザードマップの作成（菊川市）

情報発信

情報発信

自主防災情報発信
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事前に備える防災講座
(YouTube) 「流域治水」ロゴ

■新たな防災情報の広報及び普及啓発の取組（気象庁）

防災気象情報

浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

③被害の軽減早期復旧・復興の対策

26

水害リスク情報等の共有

防災情報の広報

令和8年出水期から防災気象情

報を大幅に改善するため、リーフ
レット等を活用し、自治体や住民
への周知啓発を強化する。

自治体職員を対象に、防災気象
情報の読み解き方や活用方法を
学ぶ出前講座・気象防災ワーク
ショップを実施する。

小中学校を対象としたワーク
ショップや出前講座を通じて、防
災教育の充実を図る。

■水害リスク情報等の共有に向けた取組（静岡県）

「事前に備える防災講座」の作成・周知・活用、YouTube動画
の充実、出前講座等での周知・活用を実施する。

市町防災職員向けの研修会・意見交換会を開催する。

水害危険性の周知促進（浸水ナビや静岡県GISに浸水想定
区域の情報を掲載）等に取り組む。



■流域一体型タイムライン運用に向けたヒアリングの実施（浜松河川国道事務所）

今年度の出水時の対応を振り返り
出水時の流域一体型タイムライン※の参照状況
参照して行動する上での課題等

■防災意識・防災知識の普及啓発活動（浜松河川国道事務所）

浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

③被害の軽減早期復旧・復興の対策

流域一体型タイムラインの検討

27

※流域一体型タイムライン・・・洪水時の基本的な行動を
時系列で整理したタイムライン（主に自治体毎の作成）
を、流域単位で作成するもの

ラジオ番組出演（令和8年6月19日）

防災アニマル診断や防災クイズを通じて防災意識向上を推進

流域治水や水害リスクに関する情報発信を実施

菊川MIZBE FESの様子（令和8年5月16日）

菊川流域と天竜川下流域の関係機関の担当者
へのヒアリングを通じて、課題の整理を行った。

【ヒアリングの内容】

防災意識・知識の普及啓発



■気候変動に備えた流域治水対策

浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

③被害の軽減早期復旧・復興の対策

28

菊川水系では、令和2年7月に「菊川水系流域治水プロジェクト」を策定し、流域全体で治水対策を推進してきた。
令和3年8月に「遠州流域治水協議会」へ移行し、 「菊川流域治水協議会」 と「天竜川（下流）流域治水協議会」の2つの水系の協議会
が統合され、流域治水の取組を拡充。
令和6年3月には気候変動への対応を強化した「流域治水プロジェクト2.0」を策定した。

菊川水系流域治水プロジェクト2.0



浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

③被害の軽減早期復旧・復興の対策

29

■気候変動に備えた流域治水対策
気候変動の影響による水害リスクの増大に対応するため、流域治水プロジェクト2.0を推進する。
河川整備に加え、流域対策、まちづくりや防災情報の充実など、多面的な取組を推進することで流域全体の安全性向上を図る。
「流域治水プロジェクト2.0」では、河道掘削等のハード面の整備に加え、立地適正化計画に基づく防災指針の作成、企業と連携した流
域治水・水害リスクの普及啓発活動、浸水センサー設置などが追加された。

菊川水系流域治水プロジェクト2.0
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確認内容計画管理項目

・河川事業及び流域対策施設の整備事業の進捗状況

・菊川市における流域内の開発箇所及び面積流域内の開発状況

・河川管理者、地方公共団体及び民間事業者等が設置した雨水
貯留浸透施設の位置及び容量等

・雨水浸透阻害行為に該当する1,000m2以上の対策工事で設置
された貯留施設の位置及び件数等

・低水位管理を実施したため池数
・水田貯留を実施した水田の位置及び面積等

雨水貯留浸透施設等の
整備状況

その他浸水被害の防止を図るために必要な措置に関する事項

■流域水害対策計画の計画管理

国、県、菊川市は、あらゆる関係者と連携し、事業の進捗状況及び流域の変化について、多面的な視点から定期
的にモニタリングを実施し、菊川水系黒沢川流域水害対策協議会に報告するとともに、浸水被害対策による効果
等を適切に評価する。

流域における浸水被害の発生状況も踏まえ、浸水被害の防止又は軽減のため、必要に応じて地域住民や民間
事業者、学識経験者などの意見を伺いながら、事業の進展に伴う整備内容の変更や気候変動による降雨量増を
踏まえた新たな事業計画が策定された場合など、適宜、流域水害対策計画の見直しを行う。

計画管理項目


